
  

  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  2,559  10.6  0  －  △2  －  △32  －

22年３月期第１四半期  2,313  △23.8  △47  －  △52  －  △53  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △0  77        －

22年３月期第１四半期  △1  28         －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  7,702  3,210  41.7  77  42

22年３月期  7,193  3,245  45.1  78  27

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 3,210百万円 22年3月期 3,245百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －        0 00 －      0 00  0  00

23年３月期  －      

23年３月期（予想）  0 00 －      0 00  0  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  4,900  4.6  30  －  20  －  10  －  0  24

通期  9,800  1.7  90  274.1  70  452.4  50  －  1  21



４．その他（詳細は、〔添付資料〕Ｐ．３「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規   －    社 （社名）   －       、除外   －    社  （社名）  － 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係

  る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する説明  

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。   

  
  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と

なる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、四半期決算短信〔添付資料〕Ｐ．２「連結業績予想

に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 41,492,000株 22年３月期 41,492,000株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 29,377株 22年３月期 29,377株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 41,462,623株 22年３月期１Ｑ 41,465,875株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や緊急経済対策を始めとする政策効果等か

ら景気は回復の兆しが見られましたが、欧州の財政危機による影響の懸念から円高・株安傾向が強まり、先行き不

透明な状況は継続しております。当社グループの主な事業分野であります住宅関連業界につきましては、新設住宅

着工戸数は持ち直しつつあるもののいまだ低水準で推移しており、厳しい事業環境が続いております。  

このような環境のもとで当社グループは更なるローコスト化に努めるとともに組織改革による営業力、技術力

の強化及び独自製品の市場普及に注力いたしました。売上高は25億５千９百万円（前年同期比10.6％増）、経常損

失は２百万円（前年同期は経常損失５千２百万円）となり、また資産除去債務会計基準適用に伴う影響額２千１百

万円を特別損失に計上いたしました結果、四半期純損失は３千２百万円（前年同期は四半期純損失５千３百万円）

となりました。  

   

ジオテック（地盤改良）事業 

住宅着工数が低水準で推移し同業他社との競争が継続する厳しい環境が続く中、組織の見直しによる営業力、

技術力の強化を進めました。また、昨年より販売を開始した新工法「環境パイル工法」は、環境に優しい工法とし

て着実に採用件数を増加させており、大手ハウスメーカーからも多数の引き合いがあります。売上高は９億６千８

百万円、セグメント損失は２千６百万円となりました。 

木材加工事業 

保存処理木材加工は、住宅の長寿命化の流れを受け、住宅用構造部材の防腐・防蟻処理ニーズが高まり、収益

が回復してまいりました。一方、住宅用部材のプレカットは金物工法加工の受注が減少し伸び悩みました。売上高

は11億３千７百万円、セグメント利益は１千９百万円となりました。 

セキュリティ機器事業 

監視カメラ販売は、例年、第１四半期は期末の需要時期の反動から売上高が低迷する傾向にあります。当第１

四半期も目立った大型案件はありませんでしたが、本年３月に実施したセキュリティーショーのフォローによる新

規販売代理店の開拓、既存代理店の販売促進支援等に注力しました。売上高は１億１千３百万円、セグメント利益

は０百万円となりました。 

石油製品事業 

石油元売の統合による施策を視野に、給油リピート客獲得のための販売強化と配達先の開拓に注力いたしまし

た。売上高は原油価格の高騰もあり１億７千４百万円、セグメント利益は５百万円となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は77億２百万円であり、前連結会計年度末と比較して５億９百万円増加

いたしました。  

流動資産は、現金及び預金、たな卸資産の増加等により５億３千３百万円増加いたしました。固定資産は、有

形固定資産の減価償却等により２千４百万円減少いたしました。 

流動負債は、支払手形及び買掛金、短期借入金の増加等により５億３千６百万円増加し、固定負債は資産除去

債務の計上等により７百万円増加いたしました。 

純資産は四半期純損失３千２百万円、繰延ヘッジ損失の増加等により前連結会計年度末から３千５百万円減少

し、32億１千万円となりました。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

今後の見通しにつきましては、景気が自律的な回復へ向かうことが期待される一方、海外景気の下振れ懸念等

の景気を下押しするリスクは存在し、新設住宅着工戸数は依然低水準であり、住宅関連業界は引き続き厳しい状況

が予想されます。当社グループは更なるコストダウンを進めるとともに、営業力強化、独自技術・工法の拡販によ

る収益の改善に努めており、平成22年５月12日発表の連結業績予想に第２四半期累計期間、通期ともに変更はあり

ません。   

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（１）重要な子会社の異動の概要  

該当事項はありません。   

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

  るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

②たな卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな

 卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

③経過勘定項目の算定方法 

 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

④法人税等の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって

 おります。   

     

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用  

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31 

 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を 

 適用しております。 

 これにより、営業利益、経常損失に与える影響額は軽微でありますが、税金等調整前四半期純損失は21百万円増

 加しております。また、当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額は17百万円であります。  

②表示方法の変更 

 （四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

 様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第5号）の適用に 

 より、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 569 247

受取手形及び売掛金 2,172 2,054

商品及び製品 633 703

仕掛品 26 11

原材料 734 597

その他 98 84

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 4,228 3,694

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 310 315

機械装置及び運搬具（純額） 245 251

土地 2,274 2,274

リース資産（純額） 5 6

その他（純額） 10 10

有形固定資産合計 2,846 2,859

無形固定資産 14 14

投資その他の資産   

投資有価証券 483 481

その他 167 178

貸倒引当金 △37 △35

投資その他の資産合計 613 624

固定資産合計 3,473 3,498

資産合計 7,702 7,193



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,004 1,710

短期借入金 1,989 1,739

リース債務 8 8

未払法人税等 10 25

賞与引当金 31 41

その他 152 134

流動負債合計 4,195 3,658

固定負債   

リース債務 20 22

繰延税金負債 2 0

退職給付引当金 256 265

資産除去債務 17 －

固定負債合計 297 289

負債合計 4,492 3,948

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,325 3,325

資本剰余金 1,146 1,146

利益剰余金 △1,240 △1,208

自己株式 △4 △4

株主資本合計 3,227 3,259

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △15 △14

繰延ヘッジ損益 △1 0

評価・換算差額等合計 △17 △14

純資産合計 3,210 3,245

負債純資産合計 7,702 7,193



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 2,313 2,559

売上原価 1,942 2,157

売上総利益 371 402

販売費及び一般管理費 418 402

営業利益又は営業損失（△） △47 0

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

持分法による投資利益 － 1

受取賃貸料 2 4

その他 1 1

営業外収益合計 3 7

営業外費用   

支払利息 8 8

持分法による投資損失 0 －

その他 0 1

営業外費用合計 9 10

経常損失（△） △52 △2

特別利益   

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 4 －

特別利益合計 4 －

特別損失   

固定資産除却損 0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21

特別損失合計 0 21

税金等調整前四半期純損失（△） △48 △23

法人税、住民税及び事業税 4 6

法人税等調整額 － 1

法人税等合計 4 8

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △32

四半期純損失（△） △53 △32



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △48 △23

減価償却費 22 19

有形固定資産売却損益（△は益） △0 －

有形固定資産除却損 0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 2

賞与引当金の増減額（△は減少） △37 △9

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4 △9

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 8 8

持分法による投資損益（△は益） 0 △1

売上債権の増減額（△は増加） 75 △120

たな卸資産の増減額（△は増加） △50 △81

仕入債務の増減額（△は減少） △102 293

その他 △13 2

小計 △143 100

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △8 △9

法人税等の支払額 △24 △17

法人税等の還付額 － 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △176 74

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △0 △2

有形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

関係会社株式の取得による支出 － △0

貸付金の回収による収入 － 1

敷金及び保証金の回収による収入 － 3

その他の支出 － △5

その他の収入 1 3

投資活動によるキャッシュ・フロー 1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 250 250

リース債務の返済による支出 △1 △2

自己株式の取得による支出 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 248 247

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 73 321

現金及び現金同等物の期首残高 535 247

現金及び現金同等物の四半期末残高 608 569



該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業セグメントの区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。        

２．各事業セグメントの主な内容 

(1）ジオテック…………………表層改良工法・柱状改良工法・鋼管杭工法・各種認定杭工法による地盤改良工

事ならびに各種地盤調査及び沈下修正工事 

(2）木材・住建…………………木材の乾式、湿式防腐・防蟻処理（木材保存処理）加工・販売、乾式防腐・防

蟻処理（木材保存処理）装置及び薬剤の販売、在来・金物工法のプレカット加

工・販売、木製・金物エクステリア製品の施工・販売、住宅建築資材の企画・

販売、各種マッチの製造・販売、セキュリティ機器の販売 

(3）石油製品……………………ガソリン、軽油、灯油等の販売 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）において、本邦以外の国又は

地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）において、海外売上高は連結売

上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  ジオテック
（百万円） 

木材・住建
（百万円） 

石油製品 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                                 

(1）外部顧客に対する売上高  943 1,237 132 2,313  －  2,313

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
 － 0 6 6  (6)  －

計  943 1,237 138 2,320  (6)  2,313

営業利益又は営業損失（△）  △33 △18 5 △47  0  △47



  

〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。  

 当社は、ジオテック及び木材・住建の２事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、上記２事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されて

おり、「ジオテック事業」、「木材加工事業」、「セキュリティ機器事業」及び連結子会社１社が運営する

「石油製品事業」の４つを報告セグメントとしております。 

「ジオテック事業」は、地盤改良工事ならびに地盤調査及び沈下修正工事等の施工販売を行っております。

「木材加工事業」は、木材の乾式、湿式防腐・防蟻処理（木材保存処理）加工・販売、木材保存処理装置及

び薬剤の販売、及び在来・金物工法のプレカット加工・販売等を行っております。 

「セキュリティ機器事業」は、防犯カメラ、レコーダー等の各種セキュリティ機器を販売しております。

「石油製品事業」は、ガソリン、軽油、灯油等を販売しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種マッチ製造販売

及びエクステリア製品の施工・販売事業等であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去４百万円であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント

その他

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結

損益計算書 
計上額 

（注）３ 
ジオテック 木材加工 

セキュリティ

機器 
石油製品 計

売上高                   

外部顧客への

売上高 
 968   1,137  113  174  2,393  166  2,559  －  2,559

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 
 －  19  －  7  26  －  26  △26  －

計  968  1,156  113  181  2,419  166  2,586  △26  2,559

セグメント利益

又は損失（△） 
 △26  19  0  5  △1  △2  △4  4  0

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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